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貸 借 対 照 表 

(平成２２年３月３１日現在) 

(単位：千円) 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 5,278,842 流 動 負 債 1,444,719

 現 金 及 び 預 金 2,126,466  買 掛 金 331

 売 掛 金 529,948  リ ー ス 債 務 26,832

 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 738  未 払 金 1,324,668

 前 払 費 用 30,360  未 払 費 用 49,351

 未 収 入 金 582,788  未 払 法 人 税 等 8,140

 未 収 還 付 法 人 税 等 98  預 り 金 5,747

 短 期 貸 付 金 1,800,000  販 売 促 進 引 当 金 27,015

 未 収 消 費 税 等 3,253  そ の 他 2,632

 繰 延 税 金 資 産 207,334   

 そ の 他 22,377   

貸 倒 引 当 金 △24,524   

固 定 資 産 1,127,168 固 定 負 債  117,503

有形固定資産 287,534  リ ー ス 債 務 110,007

 建 物 104,874  長 期 未 払 金 7,496

 工 具 器 具 備 品 47,499   

 リ ー ス 資 産 135,159   

無形固定資産 716,880   

 の れ ん 633,665    

 商 標 権 118 負 債 合 計 1,562,223

 ソ フ ト ウ ェ ア 58,567 純  資  産  の  部 

 ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 3,858 株 主 資 本  

 電 話 加 入 権 20,670 資本金 1,257,550

投資その他の資産 122,753 資本剰余金 315,134

 差 入 保 証 金 122,051 資 本 準 備 金 315,134

 破 産 更 生 債 権 等 5,134 利益剰余金 3,271,103

 長 期 前 払 費 用 127 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,271,103

 繰 延 税 金 資 産 574  繰 越 利 益 剰 余 金 3,271,103

 貸 倒 引 当 金 △5,134 純 資 産 合 計 4,843,787

資 産 合 計 6,406,010 負 債 及 び 純 資 産 合 計 6,406,010
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損 益 計 算 書 

自  平成 ２１年   ４月   １日 

至  平成 ２２年   ３月 ３１日 

(単位：千円) 

科     目 金     額 

 売 上 高 5,940,338

 売 上 原 価 3,157,344

  売 上 総 利 益 2,782,993

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,142,901

  営 業 利 益 640,092

 営 業 外 収 益

  受 取 利 息 25,017

  業 務 受 託 収 入 4,410

  そ の 他 3,537 32,965

 営 業 外 費 用

  支 払 利 息 3,691

  消 費 税 等 差 額 1,861

  そ の 他 301 5,853

  経 常 利 益 667,203

 特 別 利 益

  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,273 1,273

 特 別 損 失

  固 定 資 産 除 却 損 13,110

  そ の 他 特 別 損 失 2,788 15,898

 税 引 前 当 期 純 利 益 652,578

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,800

 法 人 税 等 調 整 額 △207,909 △204,109

 当 期 純 利 益 856,687
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株主資本等変動計算書 

自  平成 ２１年   ４月   １日 

至  平成 ２２年   ３月 ３１日 

 

(単位：千円) 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成21年３月31日残高 1,257,550 315,134 315,134

事業年度中の変動額 

当期純利益 － － －

事業年度中の変動額合計 － － －

平成22年３月31日残高 1,257,550 315,134 315,134

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

繰越利益剰余金 
利益剰余金合計 

株主資本合計 
純資産合計 

平成21年３月31日残高 2,414,416 2,414,416 3,987,100 3,987,100

事業年度中の変動額  

当期純利益 856,687 856,687 856,687 856,687

事業年度中の変動額合計 856,687 856,687 856,687 856,687

平成22年３月31日残高 3,271,103 3,271,103 4,843,787 4,843,787
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品··························· 最終仕入原価法を採用しております。 

 

(２)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法(ただし、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、３年間均等

償却)によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ６年～18 年 

工具器具備品 ２年～15 年 

 

②無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(主として５年)に基づく定額法によっております。 

 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。な

お、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(３)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 

②販売促進引当金 

新規ユーザー獲得を目的とする、ユーザー還元費用に対する支出に備えるため、

サービス提供を開始したユーザーに対し、キャンペーン内容に基づき算出した将来の

行使見込額を計上しております。 

 

(４)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

(５)のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんについては、５年間の定額法により償却を行っております。 
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(６)会計方針の変更 

該当事項はありません。 

 

(７)表示方法の変更 

(貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

 

(損益計算書関係) 

該当事項はありません。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(１)有形固定資産の減価償却累計額 451,478千円

 

(２)保証債務 

次の親会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。 

会社名 金額(千円) 

フリービット株式会社 1,650,000 

 

当該債務保証については、以下の財務制限条項等が付与されており、これらのいずれか

に抵触した場合には、当社が債務保証を履行する可能性があります。 

 

１．当社に関する財務制限条項等 

①当社は、2008 年３月期及びそれ以降の当社の各年度の第２四半期・本決算期末に

係る当社の単体の損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ経常損失を計上しな

いこと。 

②当社は、2008 年３月期及びそれ以降の当社の各年度の第２四半期・本決算期末に

係る当社の単体の損益計算書上の当期損益に関して、それぞれ当期損失を計上しな

いこと。 

 

その他、担保提供等に一定の制限が設けられております。 

 

２．フリービット株式会社に関する財務制限条項等 

①フリービット株式会社は、フリービット株式会社の各年度の第２四半期・本決算期

末の単体及び連結貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の第２四半期又は

本決算期末の単体及び連結貸借対照表における純資産の部の金額または 2007 年４

月期末の単体の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の 75％

の金額をそれぞれ維持すること。 

②フリービット株式会社は、各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結損益計

算書における経常損益並びに当期損益に関して、損失を計上しないこと。 

③フリービット株式会社は、2008 年４月期及び 2009 年４月期の第２四半期・本決算

期末の単体及び連結貸借対照表における有利子負債の合計金額から、連結子会社か

らの有利子負債及び現預金の合計金額を減じた金額を 50 億円以下に維持すること。 

 

その他、当社に対する出資比率、担保提供、新規投資、固定資産増加額等に一定の

制限が設けられております。 

 

(３)関係会社に対する短期金銭債権 1,849,179千円

 関係会社に対する長期金銭債権 96,249千円

 関係会社に対する短期金銭債務 236,599千円
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３．損益計算書に関する注記 

(１)その他特別損失は、サービス停止に伴うユーザー情報の精査により、回収した売掛金のう

ち、キャリアとの連携手続き相違による分を清算することによる損失であります。 

 

(２)関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 263,827千円

営業費用 1,824,903千円

営業取引以外の取引高 29,225千円

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 47,468株

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

繰越欠損金 479,432千円

貸倒引当金繰入超過額 2,846千円

減価償却超過額 701千円

未払賞与 10,746千円

電話加入権減損損失 100,536千円

販売促進引当金 19,975千円

その他 4,069千円

繰延税金資産小計 618,307千円

評価性引当額 △365,950千円

繰延税金資産合計 252,357千円

 

繰延税金負債 

販売促進支援未収金 9,687千円

資産調整勘定 34,060千円

その他 700千円

繰延税金負債合計 44,448千円

 

繰延税金資産の純額 207,909千円

 

 

繰延税金資産の純額は財務諸表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 207,334千円  

固定資産－繰延税金資産 574千円  



 － 8 －

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、サーバ、ルータなどのネットワーク関連機器の一部

については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

７．金融商品に関する注記 

(１)金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入によ

る方針であります。 

売掛金及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、期日管理及び残高管理を定期的に行い、

リスクの低減を図っております。 

短期貸付金に係るリスクは、貸付先ごとの期日管理及び残高管理を行うと共に、定期的に

貸付先の財務状況を把握することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

営業債務である未払金は全て１年以内の支払期日であります。 

 

(２)金融商品の時価等に関する事項 

平成 21 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

1.現金及び預金 2,126,466 2,126,466 －

2.売掛金 529,948 529,948 －

3.未収入金 582,788 582,788 －

4.短期貸付金 1,800,000 1,800,000 －

5.未払金 (1,324,668) (1,324,668) －

(*)負債に計上されているものについては、(  )で示しております。 

(注１)金融商品の時価の算定方法 

1.現金及び預金、2.売掛金並びに 3.未収入金及び 4.短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

5.未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 



 － 9 －

８．関連当事者との取引に関する注記 

(１)親会社及び法人主要株主等 

(単位：千円) 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

業務受託収入

＊１ 
263,484 売掛金 24,120

専用回線の賃

借＊２ 
701,039 未払金 60,336

未払金 18,432事務所の賃借

＊３ 
107,776

差入保証金 96,249

業務委託の支

払＊４ 
156,457 未払金 13,755

テ レ マ ー ケ

ティング業務

委託の支払 

＊５ 

193,600 未払金 －

カスタマーサ

ポートサービ

ス 

＊６ 

639,548 未払金 59,373

金銭の貸付 

＊７ 
1,800,000 短期貸付金 1,800,000

利息の受取 

＊７ 
24,363 未収収益 1,734

債務保証 

＊８ 
1,650,000 － －

債権回収代行

＊９ 
923,375 未払金 72,072

親会社 
フリービット 

株式会社 

被所有 

直接 100.0 

イ ン タ ー

ネ ッ ト 接

続 事 業 に

お け る 業

務提携 

 

役員の兼務

等 

業務受託収入

(営業外) 

＊10 

4,410 未収入金 4,630

(注)１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

＊１：業務受託収入については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によっております。 
＊２：専用回線の賃借については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によっております。 
＊３：親会社における第三者からの賃借料に基づいて決定しております。 

＊４：業務委託については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によっております。 
＊５：テレマーケティング業務委託については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によって

おります。 
＊６：カスタマーサポートサービスについては、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によって

おります。 
＊７：金銭の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保の

提供は受けておりません。 

＊８：債務保証については、保証料は受領しておりません。 

＊９：債権回収代行については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によっております。 

＊10：業務受託収入(営業外)については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によっておりま

す。 
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(２)兄弟会社等 

(単位：千円) 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 

株式会社ビッ

トエージェン

ト 

なし 

インターネッ

ト接続事業に

おける業務提

携 

テ レ マ ー ケ

ティング業務

委託の支払 

＊１ 

129,951 未払金 73,622

(注)１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

＊１：テレマーケティング業務委託については、当社と特別の関係を有しない他社と同様の条件によって

おります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 102,043円21銭

１株当たり当期純利益 18,047円68銭

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 




